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（注）◎印は新規事業、○印は拡充事業 

（１）総括

地域課題の解決に向けて、様々な主体の協働・参画を促進する仕組みづくりや、地域の

特色に応じた支援の実施、魅力発見・発信等に取り組みます。 

また、市民の身近な窓口である区役所・支所・出張所について、庁舎の再整備や機能 

強化を進めるとともに、市民サービスの向上に努めます。 

さらに、男女共同参画社会・女性活躍の推進に向けた取り組みを進めるとともに、  

消費生活の安全・安心を一定の水準に保ち、地域社会の基礎となる市民生活の安全を確保

します。 

（２）主要施策

１． 局・区一体となった地域協働の推進

（1）地域課題の解決に取り組む団体等に対する支援の充実 119,307 千円 
地域課題解決に取り組む地域団体・NPO 等に対して、引き続き NPO 法人認証・認定に

かかる相談窓口を運営するとともに、補助による資金型支援および個別相談やセミナーの 

開催等による非資金型の運営支援を行います。

また、自治会等の地域団体や NPO 等と、ボランティア活動に関心のある市民を結びつけ

るオンラインシステムの運用を開始（令和６年３月）し、地域貢献活動の担い手の確保と  

ボランティア活動に参加しやすい環境作りを進めます。

○ （2）地域活動の場・人が集える場づくりの推進 540,929 千円

地域福祉センターを、今後、より「地域活動の促進・地域社会の課題解決に寄与する

施設」としていくため、地域福祉センターの指定管理者や様々な地域活動主体の意見も

踏まえながら、地域福祉センターの新たな役割を示す基本方針の策定など、必要な取り組

みを進めます。

また、各区役所と連携し、地域福祉センターの利用希望者と指定管理者とのマッチング

に引き続き取り組み、様々な団体・個人による活用を促進することにより、人が集える  

場づくりや地域活動の担い手確保につなげます。 

老朽化が著しい雲中地域福祉センターについては、旧葺合文化センター大ホール跡地へ

の建て替え工事を進め、誰もが気軽に立ち寄り利用できる新たな地域活動拠点として  

リニューアルを進めます。

○ （3）地域活動の立ち上げ支援 31,163 千円

地域活動への参加や実施を希望する市民からの相談に幅広く対応するとともに、

地域コーディネーターを増員し、区地域協働課と一体となって関連する組織・人々・情報

などの資源をつなぐなど、寄り添い型の地域活動の立ち上げ支援を行います。

１．令和６年度予算概要
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（注）◎印は新規事業、○印は拡充事業 

◎ （4）地域における外国人との共生の推進

急増する在住外国人と地域との共生に関する諸課題の把握・解決をより一層進めるべく、

総合調整機能として、課長（地域共生担当）を新たに配置するとともに、市長室から

多文化共生事業を移管します。

①効果的・体系的な生活情報の周知 9,430 千円 
外国人を地域で円滑に受け入れていくにあたり、神戸市で生活するうえで必要となる

生活情報を外国人に効果的に周知していくため、実態把握を目的としたアンケートを 

継続的に実施するとともに、関連機関とも連携しながら、さまざまな機会をとらえ、  

情報発信を実施します。

②共生に向けた地域活動支援 11,930 千円 
外国人との共生に関心のある団体・個人に対して講座やマッチング等の活動支援を

実施します。また、外国人急増地域において、共生に向けた地域活動創出を目的とした

相互理解・関係構築の促進に、試行的に取り組みます。

２． 移住・定住の促進

〇 （1）神戸の暮らし情報サイト等による移住促進 15,780 千円 
神戸の暮らし情報サイト「こうべぐらし」のコンテンツを充実させるとともに、サイト

への誘導に向けた広報や動画コンテンツの活用など積極的なプロモーションを行います。

また、こうべぐらしコンシェルジュによるきめ細やかな相談対応や移住イベントへの 

出展等により、移住・住み替えにつなげていきます。

〇 （2）神戸地域おこし隊による地域活性化 53,391 千円 
神戸地域おこし隊を 12 名に増員し、各出張所の地域活性化担当係長と連携することによ

り、農村・里山を中心とした地域のさらなる活性化や多様な地域課題の解決に取り組むとと

もに、多様な人材の参画・交流および関係人口の創出や定住を促進します。

３． 区役所機能の強化

◎ （1）区役所庁舎等の再整備 265,730 千円

北須磨支所は、名谷駅周辺のリノベーションの一環として、離れた場所にある乳幼児

健診等スペースと支所機能を一体化し、令和６年８月に移転します。

明舞サービスコーナーは、令和６年秋に移転をし、名称を明舞出張所に変更します。

玉津支所については、１・４階に多世代交流の機能を整備し、令和６年６月に全館  

リニューアルオープンします。

北神区役所については、令和７年春の北神中央ビルのリニューアルに合わせて、分散し

ている区役所機能を４～６階に移転・集約します。
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（注）◎印は新規事業、○印は拡充事業 

（2）マイナンバーカード交付円滑化 1,121,847 千円 
区役所・支所におけるマイナンバーカード臨時窓口、マイナンバーカードサテライト 

オフィスの設置継続や、福祉施設等での出張申請受付を行うことで、交付の円滑化に努め、

普及促進を図ります。

４． 男女共同参画社会の実現

◎ （1）コワーキング施設の運営・開設 28,840 千円

男女共同参画センター内に設置した、一時保育サービス付き無料コワーキング施設

「あすてっぷコワーキング」を引き続き運営するとともに、令和６年８月に新たに学園都市

駅前の UNITY 跡に同様のコワーキング施設を開設し、働く女性、働きたい女性の多様な

働き方を支援します。

（2）女性活躍の推進 19,570 千円 

女性デジタル人材育成や、女性リーダーの育成、女子中高生に理工系分野への関心を  

高めてもらうためのプログラムを実施します。

市内企業のさらなる女性活躍推進に向け、「ミモザ企業（ひょうご・こうべ女性活躍  

推進企業）認定制度」の普及促進をはかるとともに、より取り組みやすい新たな認定区分 

「フレッシュミモザ企業」を導入します。

５． 消費生活相談および消費者トラブルへの対策    68,799 千円 
消費者トラブル等の消費生活に関する相談に対応するとともに、未然防止と自己解決を 

支援するため、ホームページをリニューアルし、より市民に分かりやすいＦＡＱの充実を  

図ります。

また、インターネットをはじめ多様化する問題に対して、高齢者や若者など様々な世代に

応じた消費者教育・情報発信を、地域や関係団体、教育現場、事業者等と連携し実施します。
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２．歳入歳出予算一覧表

（単位：千円）

金　　額

6,570

1 負 担 金 6,570

659,230

1 使 用 料 52,772

2 手 数 料 606,458

3,027,558

2 補 助 金 3,015,334

3 委 託 金 12,224

4,833

2 補 助 金 4,833

32,431

1 財 産 運 用 収 入 32,431

20,000

1 寄 附 金 20,000

8,000

2 基 金 繰 入 金 8,000

166,622

7 雑 入 166,622

733,000

1 市 債 733,000

4,658,244

25

県 支 出 金

17 使 用 料 及 手 数 料

歳 入　　

款 項

合 計

市 債

19

20 財 産 収 入

21 寄 附 金

22 繰 入 金

24 諸 収 入

16 分 担 金 及 負 担 金

18 国 庫 支 出 金
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（単位：千円）

金　　額

1,422,491

1 総 務 費 1,422,491

9,071,388

1 市 民 費 9,071,388

10,493,879

3 市 民 費

歳 出

款 項

合 計

2 総 務 費
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本　年　度 前　年　度 比　 較 説 明

6,570 6,498 72

6,570 6,498 72

6,570 6,498 72

総 務 費 負 担 金 6,570 6,498 72 ○男女共同参画センター管理運営

659,230 881,848 △222,618

52,772 54,001 △1,229

39,560 39,560 - ○目的外使用料

区 役 所 27,193 27,193 -

公 会 堂 12,367 12,367 -

13,212 14,441 △1,229 ○施設使用料

ふ た ば 学 舎 653 653 -

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 10,727 12,121 △1,394

丸 山 コ ミ ュ ニ テ ィ ・
セ ン タ ー

1,701 1,552 149

地 域 福 祉 セ ン タ ー 131 115 16

606,458 827,847 △221,389

597,543 820,401 △222,858 ○証明書発行等にかかる手数料

市 役 所 183,816 210,289 △26,473

区 役 所 413,727 610,112 △196,385

8,915 - 8,915

計 量 検 査 8,915 - 8,915

- 7,446 △7,446 ○組織改正に伴う目の移管

計 量 検 査 - 7,446 △7,446

3,027,558 1,771,476 1,256,082

3,015,334 1,758,757 1,256,577

3,015,334 1,758,757 1,256,577

社 会 保 障 ・ 税 番 号 制 度
対 応 補 助

2,571,406 1,534,707 1,036,699

地 方 創 生 推 進 交 付 金 11,875 211,425 △199,550 ○移住定住施策の促進等

地 域 女 性 活 躍 推 進
事 業 費 補 助

11,495 12,625 △1,130

氏 名 仮 名 表 記 の
戸籍記載事項化事業費補助

420,558 - 420,558

12,224 12,719 △495

12,224 12,684 △460

中 長 期 在 留 者
住 居 地 届 出 等 委 託 金

12,224 12,684 △460

- 35 △35

人 権 啓 発 活 動 委 託 金 - 35 △35

4,833 3,291 1,542

4,833 3,291 1,542

4,833 - 4,833

消 費 者 行 政 事 業 費 補 助 4,833 - 4,833

- 3,291 △3,291 ○組織改正に伴う目の移管

商 工 振 興 費 補 助 - 3,291 △3,291

1 総 務 費 負 担 金

３．歳入予算の説明
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（単位：千円）
款　  項 　 目 　 節

18 国 庫 支 出 金

2 補 助 金

市 民 使 用 料

1

2

〇 商 工 手 数 料

〇

1 総 務 使 用 料

2

16 分 担 金 及 負 担 金

1 負 担 金

2 手 数 料

1 総 務 費 補 助

1

3 市 民 手 数 料

2

2 総 務 手 数 料

2

1

2 民 生 費 委 託 金

2 補 助 金

1 総 務 費 補 助

3

4 商 工 費 補 助

1

4

5

1 総 務 費 委 託 金

2

19 県 支 出 金

1

6

9

17 使 用 料 及 手 数 料

1 使 用 料

2

3

3 委 託 金
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本　年　度 前　年　度 比　 較 説 明

32,431 28,266 4,165

32,431 28,266 4,165

16,818 16,818 -

一 般 土 地 16,818 16,818 -

12,013 7,848 4,165

一 般 建 物 12,013 7,848 4,165

3,600 3,600 -

通 信 設 備 3,600 3,600 -

20,000 8,000 12,000 ○ふるさと納税

20,000 8,000 12,000

20,000 8,000 12,000

企 画 調 整 局 - 8,000 △8,000

地 域 協 働 局 20,000 - 20,000

8,000 4,500 3,500 ○企業版ふるさと納税

8,000 4,500 3,500

8,000 4,500 3,500

SDGs 基 金 繰 入 3,000 - 3,000

勤労者福祉事業基金繰入 5,000 4,500 500

166,622 176,016 △9,394

166,622 176,016 △9,394

10 10 -

臨 時 運 行 許 可 票 10 10 -

11,105 11,091 14

区 役 所 10,137 10,137 -

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 25 17 8

丸 山 コ ミ ュ ニ テ ィ ・
セ ン タ ー

9 9 -

婦 人 会 館 157 151 6

公 会 堂 777 777 -

2,070 7,260 △5,190

市 民 講 座 2,070 7,260 △5,190 ○神戸婦人大学受講料

153,437 157,655 △4,218

企 画 調 整 局 - 792 △792

地 域 協 働 局 153,437 - 153,437 ○中央区役所の管理運営等

行 財 政 局 - 155,103 △155,103

経 済 観 光 局 - 1,760 △1,760

733,000 603,000 130,000

733,000 603,000 130,000

733,000 603,000 130,000

区総合庁舎整備事業公債 183,000 355,000 △172,000

文化施設等整備事業公債 550,000 248,000 302,000 ○地域福祉センター整備等

4,658,244 3,482,895 1,175,349

雑 入

諸 収 入

4 弁 償 金

5

1

4

4

貸 家 料

2 其 他 寄 附

基 金 繰 入 金

6

3

4

3

22 繰 入 金

合 計

9 其 他

25 市 債

1 市 債

1

3

36

24

2

9 雑 入

15

7

6

5

6

39

4

償 還 金

12

（単位：千円）

款　  項 　 目 　 節

6 受 講 料

20 財 産 収 入

1 財 産 運 用 収 入

1 貸 地 料

其 他 財 産 運 用 収 入

1

21 寄 附 金

3

2

7

2 基 金 繰 入 金

1 寄 附 金

4
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４．歳出予算の説明

（単位：千円）

国　県
支出金

市　債
そ の 他
特定財源

一般財源

2 1,422,491 7,725,024 △6,302,533 634,306 － － 788,185

1 1,422,491 5,773,598 △4,351,107 634,306 － － 788,185

1 職 員 費 1,422,491 1,137,419 285,072 634,306 － － 788,185

○ 区 政 費 － 4,623,178 △4,623,178 － － － －

○
住 居 表 示
整 備 費

－ 13,001 △13,001 － － － －

2 － 562,765 △562,765 － － － －

1 事 務 機 械 費 － 525,300 △525,300 － － － －

3 行 政 調 査 費 － 37,465 △37,465 － － － －

○ － 1,388,661 △1,388,661 － － － －

○
区 役 所 等
庁 舎 整 備 費

－ 1,388,661 △1,388,661 － － － －

3 9,071,388 1,083,559 7,987,829 2,398,085 733,000 892,853 5,047,450

1 9,071,388 1,083,559 7,987,829 2,398,085 733,000 892,853 5,047,450

3 区 政 費 7,388,262 － 7,388,262 2,371,772 183,000 826,592 4,006,898

6
地 域 活 動
振 興 費

1,405,266 898,652 506,614 4,000 508,000 25,751 867,515

8
男 女 共 同
参 画 費

179,133 184,907 △5,774 17,480 42,000 30,077 89,576

11 消 費 対 策 費 98,727 － 98,727 4,833 － 10,433 83,461

7 － 102,576 △102,576 － － － －

1 － 102,576 △102,576 － － － －

1 職 員 費 － 6,999 △6,999 － － － －

2 商 工 総 務 費 － 95,577 △95,577 － － － －

13 － 24,014 △24,014 － － － －

11 － 24,014 △24,014 － － － －

○ 会館等運営費 － 24,014 △24,014 － － － －

本　年　度　の　財　源　内　訳

総 務 費

企 画 費

比　較

総 務 費

款　 項　 目 本 年 度 前 年 度

庁 舎 等 建 設 費

市 民 費

市 民 費

商 工 費

商 工 振 興 費

教 育 費

社 会 教 育 費

8



第２款　総務費

第１項　総務費

1,422,491 千円

本目は、職員の給料等に要する経費です。

１　会計年度任用職員への給料等 1,422,491 千円

第３款　市民費

第１項　市民費

7,388,262 千円

本目は、区役所等の運営・維持管理等に要する経費です。

１　区役所等の運営・維持管理等 2,363,440 千円

２　区役所等の整備・改革等 1,954,295 千円

３　戸籍・住民基本台帳事務等 1,948,680 千円

４　マイナンバーカードの交付円滑化等 1,121,847 千円

1,405,266 千円

本目は、地域活動の振興や地域協働の促進に要する経費です。

１　様々な主体の参画等 1,310,798 千円

２　移住・定住の促進等 94,468 千円

179,133 千円

本目は、男女共同参画社会の実現に要する経費です。

１　こうべ女性活躍プロジェクト等 179,133 千円

98,727 千円

本目は、消費生活の安全・安心の確保に要する経費です。

１　消費生活相談体制の充実等 98,727 千円

第１目　職員費

第11目　消費対策費

第８目　男女共同参画費

第６目　地域活動振興費

第３目　区政費

9



５．債務負担行為

（単位：千円）

国 県
支 出 金

市 債
そ の 他
特定財源

一 般 財 源

雲中地域の新たな活動拠点整備 令和６～７年度 366,000 57,090 246,000 － 62,910

区 役 所 窓 口 案 内 人 材 派 遣 令和６～７年度 85,000 － － － 85,000

区 役 所 繁 忙 期 対 策 令和６～７年度 11,000 － － － 11,000

区 役 所 窓 口 発 券 機 運 用 令和６～11年度 13,000 － － － 13,000

区 庁 舎 改 修 令和６～８年度 158,000 － 136,000 － 22,000

玉 津 庁 舎 利 活 用 事 業 令和６～10年度 42,000 － － 31,000 11,000

住民記録事務センター業務委託 令和６～９年度 737,000 － － － 737,000

氏 名 仮 名 表 記 の
戸 籍 記 載 事 項 化 委 託 事 業

令和６～７年度 534,000 534,000 － － －

住 民 記 録 シ ス テ ム 及 び
戸 籍 総 合 シ ス テ ム 標 準 化

令和６～７年度 112,000 112,000 － － －

マイナンバーカード交付円滑化 令和６～７年度 219,000 219,000 － － －

マ イ ナ ン バ ー カ ー ド 交 付 関 連
端 末 借 上 料

令和６～11年度 122,000 122,000 － － －

事　項　名 期　　間 限度額

左　の　財　源　内　訳
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第  号議案

神戸市区の設置等に関する条例等の一部を改正する条例の件  

神戸市区の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月 15日提出

神戸市長  久   元   喜   造

神戸市区の設置等に関する条例等の一部を改正する条例

 （区の設置等に関する条例の一部改正）  

第１条  神戸市区の設置等に関する条例（平成 31年３月条例第 31号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（区の事務所の出張所の位置、名称

及び所管区域）  

（区の事務所の出張所の位置、名称

及び所管区域）  

第４条  須磨区役所及び西区役所に支

所を置き、その位置、名称及び所管

区域は次の表のとおりとする。  

第４条  須磨区役所及び西区役所に支

所を置き、その位置、名称及び所管

区域は次の表のとおりとする。  

名称 位置 所管区域

須 磨 区

役 所 北

須 磨 支

所

神 戸 市

須 磨 区

中 落 合

２ 丁 目

［略］

名称 位置 所管区域

須 磨 区

役 所 北

須 磨 支

所

神 戸 市

須 磨 区

中 落 合

２ 丁 目

［略］

６．予算関連議案
（注）□は地域協働局所管部分
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２ 番 ６

号

［略］ ［略］ ［略］

備考 ［略］

２ 番 ５

号

［略］ ［略］ ［略］

備考 ［略］

第５条  北区役所、北神区役所、垂水

区 役 所 及 び 西 区 役 所 に 出 張 所 を 置

き、その位置、名称及び所管区域は、

次の表のとおりとする。  

第５条  北区役所、北神区役所及び西

区役所に出張所を置き、その位置、

名称及び所管区域は、次の表のとお

りとする。  

名称 位置 所管区域

［略］ ［略］ ［略］

北 神 区

役 所 淡

河 出 張

所

［略］ ［略］

垂 水 区

役 所 明

舞 出 張

所

神 戸 市

垂 水 区

狩 口 台

１ 丁 目

16 番 ２

号

神陵台１－９丁目、

南 多 聞 台 １ － ８ 丁

目、狩口台１－７丁

目  

［略］ ［略］ ［略］

名称 位置 所管区域

［略］ ［略］ ［略］

北 神 区

役 所 淡

河 出 張

所

［略］ ［略］

［略］ ［略］ ［略］

 （福祉事務所条例の一部改正）  

第２条  神戸市福祉事務所条例（昭和 26年 10月条例第 68号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）
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については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表第２（第１条関係） 別表第２（第１条関係）

名称 位置 所管区域

神 戸 市

須 磨 福

祉 事 務

所 北 須

磨支所

神 戸 市

須 磨 区

中 落 合

２ 丁 目

２ 番 ６

号

［略］

名称 位置 所管区域

神 戸 市

須 磨 福

祉 事 務

所 北 須

磨支所

神 戸 市

須 磨 区

中 落 合

２ 丁 目

２ 番 ５

号

［略］

（保健所及び保健センター条例の一部改正）  

第３条  保健所及び神戸市保健センター条例（平成 10年３月条例第 66号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）
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名称 位置

［略］ ［略］

神戸市須磨保

健センター  

神戸市須磨区大黒町４

丁目１番１号及び 同区

中落合２丁目２番６号

［略］ ［略］

名称 位置

［略］ ［略］

神戸市須磨保

健センター  

神戸市須磨区大黒町４

丁目１番１号及び同区

中落合２丁目３番１号

［略］ ［略］

附  則

 この条例は、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。  

理     由

須磨区役所北須磨支所等を移転する等に当たり、条例を改正する必要があるた

め。  
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第   号議案

神戸市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例の件

神戸市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。  

令和６年２月 15日提出

神戸市長  久   元   喜   造

神戸市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

神戸市特定非営利活動促進法施行条例（平成 24年３月条例第 20号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（情報通信技術を利用する方法によ

る手続等）  

第 34条  法第 74条に規定する届出、提

出、通知、交付、縦覧又は閲覧（以

下「手続等」という。）について情

報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（平成 14年法律第 151

号）の規定により電子情報処理組織

（本市の使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。以下同じ。）とそ

の手続等の相手方の使用に係る電子
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計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。）を使用

する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法により行う場合におい

て必要な事項は、規則で定める。  

第 35条～第 41条  ［略］ 第 34条～第 40条 ［略］

附  則  

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

理     由

情報通信技術を利用する方法による手続等に関して、必要な事項を定めるに当

たり、条例を改正する必要があるため。  
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第 号議案

神戸市ふれあいのまちづくり条例の一部を改正する条例の件 

神戸市ふれあいのまちづくり条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月15日提出

神戸市長 久  元  喜   造

神戸市ふれあいのまちづくり条例の一部を改正する条例 

神戸市ふれあいのまちづくり条例（平成２年３月条例第40号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第４条関係）

名称 位置

［略］ 

神 戸 市 立 玉 津

地 域 福 祉 セ ン

ター

［略］ 

神戸市西区玉津町

小 山 字 川 端 180番

地の３

［略］ ［略］

別表（第４条関係）

名称 位置

［略］ 

神 戸 市 立 玉 津

地 域 福 祉 セ ン

ター

［略］ 

神戸市西区玉津町

出 合 字 古 瀬 204番

地の４

［略］ ［略］

附 則

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。 
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理    由

神戸市立玉津地域福祉センターを移転するに当たり、条例を改正する必要があ

るため。 
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第   号議案

執行機関の附属機関に関する条例等の一部を改正する等の条例の件

執行機関の附属機関に関する条例等の一部を改正する等の条例を次のように制

定する。  

令和６年２月 15日提出

神戸市長  久   元   喜   造

執行機関の附属機関に関する条例等の一部を改正する等の条例

 （執行機関の附属機関に関する条例の一部改正）  

第１条  執行機関の附属機関に関する条例（昭和 31年 11月条例第 36号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（設置）  （設置）  

第１条  法律又は条例に別の定めがあ

るものを除くほか、地方自治法（昭和

22年法律第 67号）第 138条の４第３項

の規定に基づき、本市の執行機関の

附属機関として別表第１及び別表第

２に掲げるものを置く。  

第１条  法律又は条例に別の定めがあ

るものを除くほか、地方自治法（昭和

22年法律第 67号）第 138条の４第３項

の規定に基づき、本市の執行機関の

附属機関として別表に掲げるものを

置く。  

２  前項に定めるもののほか、臨時的

な行政課題について調査審議する審

議会その他の一時的又は臨時的な附

２  前項に定めるもののほか、契約の

相手方の選定に係る審査会、臨時的

な行政課題について調査審議する審

（注）□は地域協働局所管部分
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属機関（設置期間が２年以内のもの

に限る。）については、執行機関の規

則その他の規程（地方公営企業の管

理者の担任する事務に係る附属機関

にあっては、企業管理規程。次条にお

いて同じ。）により、これを設置する

ことができる。  

議会その他の一時的又は臨時的な附

属機関（設置期間が２年以内のもの

に限る。）については、執行機関の規

則その他の規程（地方公営企業の管

理者の担任する事務に係る附属機関

にあっては、企業管理規程。次条にお

いて同じ。）により、これを設置する

ことができる。  

別表第１（第１条関係） 別表（第１条関係）

(1) 市長の附属機関（次号及び第３

号 の 表 に 規 定 す る 附 属 機 関 を 除

く。）  

(1) 市長の附属機関（次号及び第３

号 の 表 に 規 定 す る 附 属 機 関 を 除

く。）  

附属機関 担任する事務

［略］ ［略］

神戸市屋

外広告物

審議会

［略］

［略］ ［略］

［略］ ［略］

神戸市東

灘区指定

管理者選

附属機関 担任する事務

［略］ ［略］

神戸市屋

外広告物

審議会

［略］

神戸市宅

地保全審

議会

宅地造成等規制法（昭

和 36年法律第 191号）

による宅地造成工事規

制区域の指定その他重

要事項についての調査

審議に関する事務  

［略］ ［略］

［略］ ［略］

神戸市東

灘区指定

管理者選
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定評価委

員会

［略］ ［略］

神戸市文

化賞等選

考委員会

［略］

［略］ ［略］

神戸市指

定難病審

査会

難病の患者に対する医

療等に関する法律（平

成 26年法律第 50号）第

７条第２項の規定によ

定評価委

員会

神戸市消

防局指定

管理者選

定評価委

員会

［略］ ［略］

神戸市文

化賞等選

考委員会

［略］

神戸市技

能奨励賞

選考委員

会

神戸市技能奨励賞（優

れた技能を有し、伝統

的技能の継承や従来の

技能の改善及び改良に

取り組むとともに、技

能の研鑽
さん

及び向上のた

めの計画を有している

本市に在住し、かつ、

在勤する若い技能者に

贈呈する賞をいう。）

の受賞者の選考に関す

る事務  

［略］ ［略］

神戸市指

定難病審

査会

難病の患者に対する医

療等に関する法律（平

成 26年法律第 50号）第

７条第２項の規定によ
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る審査に関する事務

神戸市政

調査会

本市の政策形成に関す

る重要事項についての

調査研究及び審議に関

する事務  

る審査に関する事務

(2) ［略］ (2) ［略］

(3) 交通事業管理者の担任する事

務に係る附属機関

(3) 交通事業管理者の担任する事

務に係る附属機関

附属機関 担任する事務

神戸市交

通局市バ

ス営業所

の管理運

営に関す

る 評 価 委

員会

自動車運送事業につい

ての交通局営業所の管

理運営に係る評価に関

する事務  

［略］ ［略］

附属機関 担任する事務

神戸市交

通局市バ

ス営業所

管理の委

託に関す

る評価委

員会

自動車運送事業につい

ての交通局営業所の管

理委託に係る評価に関

する事務  

［略］ ［略］

(4) 教育委員会の附属機関 (4) 教育委員会の附属機関

附属機関 担任する事務

神 戸 市 校

区 調 整 審

議会

神戸市立学校設置条例

（昭和 39年３月条例第

87号）に基づき設置さ

れた小学校、中学校及

び義務教育学校の校区

についての調査審議に

関する事務  

附属機関 担任する事務

神戸市教

育振興基

本計画点

検・評価

委員会

教育振興基本計画（教

育基本法（平成 18年法

律第 120号）第 17条第２

項の規定に基づく本市

における教育の振興の

ための施策に関する基

本的な計画をいう。）

の進捗状況に係る点検
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［略］ ［略］

及び評価に関する事務

神 戸 市 校

区 調 整 審

議会

神戸市立学校設置条例

（昭和 39年３月条例第

87号）に基づき設置さ

れた小学校、中学校及

び義務教育学校の校区

についての調査審議に

関する事務  

［略］ ［略］

別表第２（第１条関係）

附属機関 担任する事務

神 戸 市 事

業 者 選 定

委 員 会  

契約の相手方の選定に関

する事務  

備考 この表に掲げる附属機関は、担

任する事務の欄に規定する事務の必

要性に応じて執行機関が設置する。

 （博物館条例の一部改正）  

第２条  神戸市立博物館条例（昭和 57年３月条例第 59号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。
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改正後 改正前

 （博物館協議会）   （博物館協議会）  

第 12条  博物館法（昭和 26年法律第 285

号）第 23条第１項の規定に基づき、博

物館に神戸市立博物館・美術館協議

会（以下「協議会」という。）を置く。 

第 12条  博物館法（昭和 26年法律第 285

号）第 20条第１項の規定に基づき、博

物館に神戸市立博物館協議会（以下

「協議会」という。）を置く。  

２～４  ［略］  ２～４  ［略］

５  協議会に博物館分科会及び小磯記

念美術館分科会を設置する。

６ ［略］ ５ ［略］

 （小磯記念美術館条例の一部改正）  

第３条  神戸市立小磯記念美術館条例（平成４年３月条例第 50号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（博物館協議会） （美術館協議会）

第 12条 美術館に置く博物館法（昭和

26年法律第 285号）第 23条第１項に規

定する博物館協議会については、神

戸市立博物館条例（昭和 57年３月条

例第 59号）第 12条の定めるところに

第 12条 博物館法（昭和 26年法律第 285

号）第 20条第１項の規定に基づき、美

術館に神戸市立小磯記念美術館協議

会（以下「協議会」という。）を置く。 
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よる。

２ 協議会の委員は、学校教育及び社

会教育の関係者、家庭教育の向上に

資する活動を行う者並びに学識経験

のある者その他市長が適当であると

認める者の中から市長が委嘱する。

３ 協議会の委員の定数は、 10人以内

とする。

４ 協議会の委員の任期は２年とし、

補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

５ 前各項に規定するもののほか、協

議会の組織及び運営に関し必要な事

項は、規則で定める。

（市民の住環境等をまもりそだてる条例の一部改正）  

第４条  神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例（平成６年３月条例第 51号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（公表） （公表）

第 15条 ［略］ 第 15条 ［略］
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２  市長は、前項の規定により公表を

行おうとするときは、あらかじめ、当

該建築主又はその代理人の出頭を求

めて、意見の聴取を行い、かつ、執行

機関の附属機関に関する条例（昭和

31年 11月条例第 36号）別表第１第１

号に定める神戸市すまい審議会の意

見を聴かなければならない。  

２  市長は、前項の規定により公表を

行おうとするときは、あらかじめ、当

該建築主又はその代理人の出頭を求

めて、意見の聴取を行い、かつ、執行

機関の附属機関に関する条例（昭和

31年 11月条例第 36号）別表に定める

神戸市すまい審議会の意見を聴かな

ければならない。  

３～５  ［略］

（建築物の用途の制限）

第 22条 ［略］

２ 第 15条第２項から第５項までの規

定は、前項ただし書の規定による許

可について準用する。この場合にお

いて、同条第２項中「当該建築主」と

あるのは「その許可に利害関係を有

する者」と、「意見の聴取」とあるの

は「公開による意見の聴取」と、「執

行機関の附属機関に関する条例（昭

和 31年 11月条例第 36号）別表第１第

１号に定める神戸市すまい審議会」

とあるのは「審査会」と、同条第３項

中「公表をしようとする理由、公表の

内容」とあるのは「当該許可をしよう

とする建築物の建築計画の内容」と、

「当該建築主又はその代理人に通知

しなければならない」とあるのは「公

告しなければならない」と、同条第４

３～５  ［略］

（建築物の用途の制限）

第 22条 ［略］

２ 第 15条第２項から第５項までの規

定は、前項ただし書の規定による許

可について準用する。この場合にお

いて、同条第２項中「当該建築主」と

あるのは「その許可に利害関係を有

する者」と、「意見の聴取」とあるの

は「公開による意見の聴取」と、「執

行機関の附属機関に関する条例（昭

和 31年 11月条例第 36号）別表に定め

る神戸市すまい審議会」とあるのは

「審査会」と、同条第３項中「公表を

しようとする理由、公表の内容」とあ

るのは「当該許可をしようとする建

築物の建築計画の内容」と、「当該建

築主又はその代理人に通知しなけれ

ばならない」とあるのは「公告しなけ

ればならない」と、同条第４項中「当
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項中「当該建築主」とあるのは「当該

許可に利害関係を有する者」と、「述

べ、又は釈明し、かつ、証拠を提出す

る」とあるのは「述べる」と、同条第

５項中「当該建築主」とあるのは「当

該許可に利害関係を有する者」と、

「第１項の公表」とあるのは「第１項

ただし書の規定による許可」と読み

替えるものとする。  

第 35条の５  市長は、近隣住環境計画

を定めるに当たっては、住民等の意

見を反映させるように努めるととも

に、執行機関の附属機関に関する条

例別表第１第１号に定める神戸市す

まい審議会（以下「審議会」という。）

の意見を聴かなければならない。  

２～５  ［略］

該建築主」とあるのは「当該許可に利

害関係を有する者」と、「述べ、又は

釈明し、かつ、証拠を提出する」とあ

るのは「述べる」と、同条第５項中「当

該建築主」とあるのは「当該許可に利

害関係を有する者」と、「第１項の公

表」とあるのは「第１項ただし書の規

定による許可」と読み替えるものと

する。  

第 35条の５  市長は、近隣住環境計画

を定めるに当たっては、住民等の意

見を反映させるように努めるととも

に、執行機関の附属機関に関する条

例別表に定める神戸市すまい審議会

（以下「審議会」という。）の意見を

聴かなければならない。  

２～５  ［略］

 （市民の安全の推進に関する条例の一部改正）  

第５条  神戸市民の安全の推進に関する条例（平成 10年１月条例第 49号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前
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目次 目次

前文  前文

第１章～第７章 ［略］

第８章 ［略］

第１章～第７章 ［略］

第８章 神戸市安全なまちづくりに

関する懇話会（第 26条）

第９章 ［略］  

附則 附則

第８章 神戸市安全なまちづく

りに関する懇話会

（懇話会の設置）  

第 26条 市長の附属機関として、神戸

市安全なまちづくりに関する懇話会

（以下「懇話会」という。）を置く。 

２ 懇話会は、市長の諮問に応じ、安全

に関する基本的施策及び市域におけ

る安全なまちづくりに関する基本的

事項を調査審議するものとする。

３ 懇話会は、安全に関する施策及び

市域における安全なまちづくりに関

する事項に関し、市長に意見を述べ

ることができる。

４ 前３項に定めるもののほか、懇話

会の組織及び運営に関し必要な事項

は、規則で定める。

第８章  ［略］ 第９章 ［略］

第 26条、第 27条 ［略］ 第 27条、第 28条 ［略］

（屋外広告物条例の一部改正）

第６条 神戸市屋外広告物条例（平成 12年１月条例第 50号）の一部を次のように
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改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（規格及び許可の基準） （規格及び許可の基準）

第 13条 ［略］ 第 13条 ［略］

２ 市長は、前項の広告物等の規格又

は許可の基準に適合しない場合であ

っても、許可の申請に係る広告物等

が 次 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 す る と き

は、必要に応じて、執行機関の附属機

関に関する条例（昭和 31年 11月条例

第 36号）別表第１第１号に定める神

戸市屋外広告物審議会の議を経て、

第５条第１項、第３項又は第５項の

許可を与えることができる。ただし、

当該許可の申請に係る広告物等が第

４ 条 各 号 に 掲 げ る も の で あ る 場 合

は、この限りでない。  

２ 市長は、前項の広告物等の規格又

は許可の基準に適合しない場合であ

っても、許可の申請に係る広告物等

が 次 に 掲 げ る 場 合 に 該 当 す る と き

は、必要に応じて、執行機関の附属機

関に関する条例（昭和 31年 11月条例

第 36号）別表に定める神戸市屋外広

告物審議会の議を経て、第５条第１

項、第３項又は第５項の許可を与え

ることができる。ただし、当該許可の

申請に係る広告物等が第４条各号に

掲げるものである場合は、この限り

でない。  

(1)、 (2) ［略］ (1)、 (2) ［略］

（男女共同参画の推進に関する条例の一部改正）

第７条 神戸市男女共同参画の推進に関する条例（平成 15年３月条例第 57号）の
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一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（雇用等の分野における男女共同参

画の推進）  

（雇用等の分野における男女共同参

画の推進）  

第 16条 ［略］ 第 16条 ［略］

２、３ ［略］ ２、３ ［略］

４ 市は、男女共同参画の推進に関し

て積極的な取組を行っている事業者

の表彰を行い、当該取組を公表する

ものとする。

第 16条の２ 市長の附属機関として、

神戸市男女いきいき事業所表彰選考

委員会（以下「選考委員会」という。）

を置く。

２ 選考委員会は、前条第４項に規定

する事業者の表彰に係る受賞者の選

考に関する事務を行う。

３ 前項に定めるもののほか、選考委

員会の組織及び運営に関し必要な事

項は、規則で定める。
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（市民等からの申出の処理） （市民等からの申出の処理）  

第 20条  第 20条  市長の附属機関として、男女

共同参画苦情処理委員（以下「苦情処

理委員」という。）を置く。

市民等は、市が実施する男女

共同参画の推進に関する施策又は男

女共同参画の推進に影響を及ぼすと

認められる施策についての苦情又は

提案（以下「苦情等」という。）並び

に男女共同参画の推進を阻害する要

因によって人権が侵害された場合の

相談について、市長に申し出ること

ができる。

２ 市民等は、市が実施する男女共同

参画の推進に関する施策又は男女共

同参画の推進に影響を及ぼすと認め

られる施策についての苦情又は提案

（以下「苦情等」という。）並びに男

女共同参画の推進を阻害する要因に

よって人権が侵害された場合の相談

について、市長に申し出ることがで

きる。

２  市長は、前項の申出があった場合

で、必要があると認めるときは、第 22条

第１項に規定する神戸市男女共同参

画審議会の意見を聴いた上で、適切

な措置を講じるものとする。

３  市長は、前項の申出があった場合、

規則の定めるところにより、苦情処

理委員に事案の調査及び処理を命ず

るものとする。

４ 苦情処理委員は、市長に調査結果

を報告し、必要があると認めるとき

は、助言、是正の要望等必要な措置を

講ずるよう市長に意見を述べること

ができる。

５ 市長は、前項の意見を尊重して、必

要な措置を講ずるよう努めるととも

に、調査結果及び意見並びに講じた

措置の内容を申出人に通知しなけれ

ばならない。
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６ 市長は、前項の措置を行うに当た

って、必要があると認めるときは、第

22条第１項に規定する神戸市男女共

同参画審議会の意見を聴くことがで

きる。

３  市民等からの申出の処理に関し必

要な事項は、主管局長が定める。  

７  前各項に定めるもののほか、市民

等からの申出の処理に関し必要な事

項は、規則で定める。  

（交通安全対策会議条例の廃止）

第８条 神戸市交通安全対策会議条例（昭和 46年３月条例第 59号）は、廃止する。

附  則  

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

理     由  

執行機関の附属機関の廃止等に伴い、条例を改正する等の必要があるため。
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